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第１章 計画策定の概要 

１ 計画策定の背景 
我が国では、総人口に占める 65 歳以上人口の割合（高齢化率※）は年々増加し、日本

人の死因の約６割は、生活習慣病※が占めている状況です。生活習慣病の発症や重症化は、

加齢や生活習慣等の影響を大いに受けるため、働き盛り世代からの健康づくりの重要性

が高まっています。 

こうした中、特定健康診査※の実施や診療報酬明細書※（以下「レセプト」といいます。）

の電子化、国民健康保険データベースシステム※（以下「KDB システム」といいます。）

等の整備が進んでいることを背景に、「日本再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）

を受けて、平成 26 年 4 月に国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の

一部が改正され、すべての保険者は、健康・医療情報を活用して PDCA サイクルに沿っ

た効果的かつ効率的な保健事業の実施及び評価を図るため、保健事業の実施計画（データ

ヘルス計画）を策定し、実施することになりました。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2015（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）」

におけるインセンティブ改革により、国民健康保険における保険者努力支援制度が現

行交付金制度に前倒しで反映されているほか、平成 28 年 4 月 20 日には、厚生労働

省により「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」が策定され、全国レベルでの取組み

が推進されています。 

本市では、武蔵野市第五期長期計画・調整計画における健康・福祉分野の施策の体

系として「誰もがいつまでも健康な生活を送るための健康づくりの推進」を掲げてお

り、これまでも、統計資料等を活用することにより、「特定健康診査等実施計画」の策

定や見直し、健康診査やがん検診等の保健事業を実施してきました。 

このような背景から、本市では平成 29 年 3 月に、特定健康診査、特定保健指導※

（以下「特定健康診査等」といいます。）の結果やレセプト情報等を活用して健康課題

を明確にし、効果的かつ効率的な国民健康保険事業を行うため、武蔵野市国民健康保

険データヘルス計画を策定し、武蔵野市国民健康保険の被保険者の健康増進や生活習

慣病の発症予防及び重症化予防等を推進してきました。 

この度、平成 30 年度を始期とする第３期武蔵野市特定健康診査等実施計画の策定

に当たり、データヘルス計画を見直し、より効率的・効果的に国民健康保険事業の実

施及び評価を行うことができるよう特定健康診査等実施計画との一体化を図ることと

します。 
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２ 武蔵野市国民健康保険データヘルス計画策定の目的 
本計画は、武蔵野市国民健康保険の保険者として、健康・医療情報を活用して、PDCA

（計画・実施・評価・改善）に沿った効果的かつ効率的な保健事業を実施するための計画

です。情報を活用しながらターゲットを絞った保健事業を展開し、生活習慣病の予防をは

じめとする被保険者の健康増進や医療費の適正化への取組等、網羅的に国民健康保険事

業を進めることを目的としています。本計画では、被保険者の健康寿命の延伸と適正な国

民健康保険事業の運営を目指し、事業を展開していきます。 

 

３ 計画の位置付け 
本計画は、データヘルス計画については「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に

関する指針（平成 16 年厚生労働省告示第 307 号）」に、特定健康診査等実施計画につ

いては「高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）」に基づき策定さ

れるものです。 

 
 

図１ 関連図 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

＊ データヘルス計画と第３期武蔵野市特定健康診査等実施計画を一体化して策定します。 
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表１ 関係計画との比較 

計画の種類 
特定健康診査等 

実施計画 
データヘルス計画 健康増進計画 

法律等 
高齢者の医療の確保に関
する法律第 19 条 

国民健康保険法に基づく
保健事業の実施等に関す
る指針 

健康増進法第 8条第 2項 

実施主体 保険者（義務） 保険者（努力義務） 市町村（努力義務） 

基本的な 
考え方 

生活習慣病の予防対策を
進め、被保険者の生活の
質の維持及び向上を図り
ながら、医療費の伸びを
抑制する。 

被保険者の特性を踏まえ
た効果的かつ効率的な保
健事業を展開し、生活習
慣病対策をはじめとする
被保険者の自主的な健康
増進及び疾病予防の取組
を支援する。 

市民の健康寿命の延伸及
び健康格差の縮小の実現
に向けて、生活習慣病の
発症予防や重症化予防を
図るとともに、社会生活
を営むために必要な身体
機能の維持及び向上をめ
ざす。 

対象者 
国民健康保険 
被保険者 40 歳～74 歳 

国民健康保険 
被保険者 0歳～74 歳 

全ての市民 

武蔵野市の
計画の名称 

第３期武蔵野市特定健康
診査等実施計画 

武蔵野市国民健康保険 
データヘルス計画 

武蔵野市第４期健康推進計
画 

計画期間 
平成 30（2018）年度～ 

平成 35(2023)年度 
平成 29（2017）年度～ 

平成 35（2023）年度 
平成 30（2018）年度～ 

平成 35(2023)年度 

主な内容 
特定健康診査及び特定保
健指導の具体的な実施方
法等 

特定健康診査及びレセプ
トデータを活用した地域
の特徴の分析並びに保健
事業の実施及び評価 

市民アンケート調査や健
康診査等の結果から、健
康課題を抽出し、市民の
健康増進のための健康診
査及び保健指導、各種検
診、健康づくり事業及び
母子事業等を実施 

 

４ 計画の期間 
計画期間は、東京都の医療費適正化計画等との整合性を踏まえ、データヘルス計画

は、平成 29（2017）年度から平成 35（2023）年度までの７か年計画とし、第 3

期武蔵野市特定健康診査等実施計画は、平成 30（2018）年度から平成 35（2023）

年度までの 6 か年計画とします。 

表２ 計画期間 

平成 25 
（2013） 
年度 

平成 26 
(2014) 
年度 

平成 27 
（2015) 
年度 

平成 28
（2016）
年度 

平成 29
（2017）
年度 

平成 30
（2018）
年度 

平成 31
（2019)
年度 

平成 32
（2020)
年度 

平成 33 
（2021) 
年度 

平成 34 
（2022) 
年度 

平成 35
（2023)
年度 

          

 

          

 

  

第２期武蔵野市 

特定健康診査等実施計画 

武蔵野市国民健康保険データヘルス計画 

第３期武蔵野市 

特定健康診査等実施計画 
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５ 事業展開にあたっての基本的な視点 
データヘルス計画では、KDB システム等のデータを活用し、多角的な視点から事業の

実効性を高めていきます。 

事業展開を図るうえで、以下の基本的な視点に着目し、より効果的・効率的な事業実施

に向けて、分析・方法・内容の改善を図ります。 
 

 

（１）ＰＤＣＡサイクルによる事業の展開 ● ● ● ● ● ● ● ● 

データヘルス計画では、健康・医療情報等のデータ分析に基づき、ＰＤＣＡサイクル

（Ｐ：計画、Ｄ：実施、Ｃ：評価、Ａ：改善）に沿った効果的かつ効率的な事業の実施を

図ります。 
 

① Ｐｌａｎ（計画） 

これまでの事業の振り返りとデータ分析によって被保険者の健康の現状を把握し、そ

こから見える健康課題を抽出し、併せて、解決の方向を整理します。特に重点的に対応

すべき健康課題について計画を立案します。その際は、被保険者全体を健康づくりに取

り組む対象とします。健康課題の改善に向けて、まずは既存の事業から選定し、その後、

新規事業についても検討することとします。 
 
 
 

② Ｄｏ（実施） 

立案した計画に沿って、事

業を実施します。 
 
 
 

③ Ｃｈｅｃｋ（評価） 

計画時に設定した事業ごと

の評価指標をもとに、実施結

果を分析・評価します。 
 

 
 

④ Ａｃｔ（改善） 

評価結果に基づき、各事業計画の修正・改善を行っていきます。 

  

図２ ＰＤＣＡサイクル 

 

Ｐlan(計画) 
健康課題の分析・ 

事業の企画 

Ｄo 

（実施）
事業の実施

Ｃheck(評価) 
事業の検証

Ａct 

（改善）
事業の修正

「被保険者の 

健康寿命の延伸」 

「適正な国民健康保険事業の運営」 
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６ 分析及び評価の手法 
武蔵野市では、KDB システムを導入することにより、医療と特定健康診査等との情報

を連携して分析・評価をすることができるようになりました。本計画では、KDB システ

ムの活用により、地域の現状を把握するとともに、国や東京都、同規模※の市町村と比較

を行い、健康課題を抽出していきます。 

 

（１）本計画の分析に用いた基礎データ ● ● ● ● ● ● ● ● 
本計画の分析には「KDB システムデータ」及び「武蔵野市が保有するデータ」、「厚生

労働省の統計データ」を用いました。 

各データは集計期間等が異なるため、同じ項目であっても数値が異なる場合がありま

す。 

なお、表、図に記載の( )は、レセプト件数、被保険者数等を示しています。 

 

① KDB システムデータ 

○ 経年変化に関する分析は平成 24 年度以降のデータを分析対象とし、単年度の分

析については、平成 28 年度のデータを分析対象としています。 

○ レセプト分析は、歯科を除く医科・調剤を対象としています。 

○ 同規模保険者は全国の人口 10～15 万人の都市を対象としており、東京都では青

梅市、昭島市、小金井市、国分寺市、東久留米市、多摩市が含まれています。 

○ 「入院外医療費データ」は、本計画書では「外来医療費データ」として記載してい

ます。 

○ 国及び東京都の医療費データ中には、市町村国保に加え国民健康保険組合が含ま

れています。 

○ 被保険者１人当たり医療費※の算出方法において年代別で記載する場合は、被保険

者の 5 歳刻みの総医療費について 5 歳刻みの被保険者数で除した１人当たり医療費

で統一しました。 

② 武蔵野市が保有するデータ 

○ 保険者として保有する被保険者の資格等情報、特定健康診査データ、特定保健指導

データを分析対象としています。 

○ 特定健康診査及び特定保健指導の分析にあたっては平成 24 年度から平成 28 年

度の法定報告※の値をデータ分析の対象としています。 
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③ 厚生労働省の統計データ 

○ 人口動態統計データは平成 20 年から平成 28 年の資料をデータ分析対象として

います。 

 

（２）評価の手法について ● ● ● ● ● ● ● ● 

ＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業の展開においては、評価を行うことが前提となっ

ています。評価を行う際は、ストラクチャー評価（構造）、プロセス評価（過程）、アウト

プット評価（事業実施量）、アウトカム評価（結果）の 4 つの視点で行います。 

 

表３ 保健事業の評価の視点 

評価の視点 評価内容 

ストラクチャー評価 

保健事業を実施するための仕組みや体制が整っているか 

（評価指標の例） 

職員の体制、予算額、周知方法、施設・設備の状況、他機関と

の連携体制、社会資源の活用等 

プロセス評価 

事業の目的や目標の達成に向けた実施過程（手順）が適切で

あるか 

（評価指標の例） 

情報収集、アセスメント、問題の分析、目標の設定、指導手

段、保健指導実施者の態度、記録状況、対象者の満足度等 

アウトプット評価 

事業成果を上げるために立案した実施に達しているか 

（評価指標の例） 

健診受診率、保健指導実施率、保健指導の継続率等 

アウトカム評価 

事業の成果が達成されたか 

（評価指標の例） 

肥満度や血液検査結果等の健診結果の変化、糖尿病等の生活習

慣病の有病者・予備群、死亡率、要介護率、医療費の変化等 
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７ 計画の推進 

（１） 計画の公表・周知 ● ● ● ● ● ● ● ● 

本計画及び事業の実施状況等は、市報、市ホームぺージ等で公表し、周知に努めます。

また、国民健康保険財政運営健全化の観点から、武蔵野市国民健康保険運営協議会に報告

します。 
 

（２） 推進体制の整備 ● ● ● ● ● ● ● ● 

特定健康診査・特定保健指導については、高齢者の医療の確保に関する法律により、各

医療保険者にその実施が義務付けられており、その対象者は 40 歳から 74 歳までとな

っています。 

一方、健康の保持・増進は、年齢・性別に関係なく継続して実施すべきものです。そこ

で、市民の総合的な健康づくりを推進している健康福祉部健康課及び公益財団法人武蔵

野健康づくり事業団と密接に連携するとともに、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の関係

機関や東京都、東京都国民健康保険団体連合会とも連携しながら効果的・効率的に事業を

推進していきます。 

また、本計画の目標の実現を通じて、被保険者の健康づくりのみならず、あらゆる世代

が住み慣れた地域でいきいきと暮らし住み続けることができる、健やかな暮らしを支え

る良好な地域づくりに関わることができるよう、医療・介護・福祉などの分野との連携を

図っていきます。 

さらには、高齢者の特性を踏まえ、医療・介護・予防・住まい・生活支援など暮らし全

般を支えるための直面する課題などについての議論に保険者として参加していきます。 
 

（３） 計画の見直し ● ● ● ● ● ● ● ● 

本計画に掲げる目標の達成状況及び事業の実施状況については、適宜調査及びデータ

分析に基づき評価をします。 

評価の結果、本計画の目標設定、取り組むべき事業の実施方法、スケジュール等の見直

しを行っていきます。 
 

（４） 個人情報の保護 ● ● ● ● ● ● ● ● 

特定健康診査、特定保健指導等で得られる情報の取扱いについては、「個人情報の保護

に関する法律」及びこれに基づくガイドライン等を踏まえた対応を行うとともに、「武蔵

野市個人情報保護条例」及び「同条例施行規則」に基づき適正に管理します。 

また、事業を委託する際は、個人情報の厳重な管理、目的外利用の禁止等を委託契約書

に記載するとともに、委託先における個人情報セキュリティ又は個人情報保護の指針（プ

ライバシーポリシー）を確認し、取扱状況を適正に管理していきます。 


